
 

①物品購入等の 

  発注・検収を 

  事務局の責任 
  の下で実施 
(業務委託も対象に) 

 
 

②謝金支給･備品 
 の管理を事務局 
 の責任の下で実施 
 

 
③計画的な執行 

主な勧告事項 
 

 改正したガイドライン、研究機関使用ルールの

内容（下記①～③）を 説明会・ハンドブック等により 

研究者・研究機関に周知・徹底 
 
① 発注･検収業務は、原則、事務部門が実施 
 

② 非常勤雇用者の雇用管理については、原則、 
 事務部門が実施 
  換金性の高い物品（特にパソコン）は、研究 
 機関において適切に管理 
 

③ 繰越制度や調整金制度を活用しつつ、研究費の 

 計画的な執行管理の徹底 
  研究費に残額が生じる場合の配分機関への返還  
  の促進 
 
 研究機関には、ガイドラインに基づくチェックリスト
による自己評価結果の提出を指示 
 

主な改善措置状況 

平成27年7月6日 

「科学研究費補助金等の適正な使用の確保に関する行政評価・監視」の勧告に対する 
改善措置状況（2回目のフォローアップ）の概要（ポイント） 

＜勧告先：文部科学省  勧告日：平成25年11月12日  １回目の回答日：平成26年6月19日  ２回目の回答日：平成27年6月25日＞ 

 

①  物品購入等における発注･検収のチェック 
  体制が不十分        
 ・発注への事務局関与なし 
         

 ・検収への事務局関与なし又は不十分 
                    
 
 

 

②  非常勤雇用者の勤務管理、購入設備･備品の 

  管理が不十分 
 ・非常勤雇用者の勤務条件及び勤務状況の確認が未実施 
                            

 ・換金性の高いパソコンを消耗品扱い 
               
 

③ 研究期間最終年度末の使い切り抑止対策が  

  不十分 
 ・年度末に高額機器や多数のパソコン等を購入 
                             

 ・年度末に研究費の3割以上執行           

調査結果（問題の所在） 

  【行政評価局の業務】  ・政府内における第三者的な評価専門機関として、各府省の業務の実施状況について調査を実施し、改善方策等を勧告 
 ・その後の改善措置状況について、フォローアップを実施 

１ 預け金・プール金・無駄遣いの防止 

「預け金」 ：業者に架空取引を指示し、物品の「代金」を当該業者に管理させるもの 
「プール金」：旅費や謝金等を不正に請求し、その差額等を研究室や研究者個人等が管理するもの 

全物品が対象外  1大学 
                   

例外措置あり  19大学 
                   

業務委託が対象外 5大学 

全物品が対象外5大学、高額備品が対象外9大学 

19大学 

4大学 

14大学 

多数のパソコンが所在不明の例あり 

調査対象61大学中 



２ 間接経費の使途の明確化 

３ 文科省による指導の厳格化 

 

使用方針の作成、 
文科省による使用
実態把握と評価の

実施 

 

研究費の管理・監査
に係る指導の徹底と

ペナルティ措置の

導入 

 

○ 科研費実地検査において、 

   研究機関に対する指導の文書化 
  フォローアップ調査の実施を明確化 
 

○ 54機関を対象に実施したガイドラインの履行
状況調査において、53機関に863事項の改善事項を

提示 
  未改善の場合、今後、ペナルティ措置の手続に

段階的に移行 

主な改善措置状況 主な勧告事項 

主な勧告事項 

 

○ 文科省の指導は不十分 
 ・預け金、プール金等防止対策に関する大学への 
  指導が不十分 
 

 ・現地調査では、大学に対し口頭による指摘のみ 
  指摘事項に係る改善状況の事後確認も未実施 
 

 

○ 間接経費の使途が不明朗 
 ・計画的･適正な執行の前提である使用方針が未作成 
                            

 ・文科省では、大学における使用実態を未把握 
  評価も未実施 

調査結果（問題の所在） 

調査結果（問題の所在） 

 

○ 61研究機関を対象に実施した科研費実地検査  
   において、間接経費の使用方針に不備があった  

  10機関を指導 
 

○ 検査結果を踏まえ、運用状況を評価。今後、 

 結果を公表 
 

○ 間接経費の適正な執行等を目的とした共通 
 指針の改正を検討 

主な改善措置状況 

7大学 

※ ペナルティ措置の運用状況について、引き続き注視 

  直接経費：研究者等が、研究に使用する経費 
  間接経費：研究機関が、管理等に使用する経費 

※ 共通指針の改正状況について、引き続き注視 



   

 
「科学研究費補助金等の適正な使用の確保に関する行政評価・監視」の結果に基づく勧告に対する 

改善措置状況（2回目のフォローアップ）の概要 
 

【調査の実施時期等】  

1 実 施 時 期 平成 24年 12月～25年 11月 

2 調査対象機関 文部科学省、独立行政法人日本学術振興会、大学（61）、事業者、関係団体 
【勧告日及び勧告先】  平成 25 年 11 月 12 日 文部科学省 

【 回 答 年 月 日 】 平成 26 年 6 月 19 日  

【その後の改善措置状況に係る回答年月日】 平成 27 年 6 月 25 日  

 

【調査の背景事情】  

○ 我が国の重要政策の一つとして位置付けられている科学技術イノベーションを推進する上で、大学等研究機関における独創的で多様な世界トッ

プレベルの基礎研究や国家安全保障・基幹技術等の研究開発の推進は重要。 

○ これら研究を推進する上で重要な競争的資金制度の中核を成す科学研究費補助金及び学術研究助成基金助成金（以下「科研費」という。）は、

人文・社会科学から自然科学までの全ての分野にわたり、基礎から応用までのあらゆる「学術研究」（研究者の自由な発想に基づく研究）が対象。 

○ 科研費の予算額は、平成 15 年度の約 1,765 億円から 24 年度には約 2,566 億円（対 15 年度比 145.4％）と、ここ 10 年で約 1.5 倍に、また、

採択件数（新規及び継続）も 15 年度の約 4 万件から 24 年度には 6 万 9,000 件に増加しており、科研費の平成 24 年度の予算規模は、各府省に

係る競争的資金全体の約 6割。 

○ 科研費を含む公的研究費（以下「科研費等」という。）は、適正に使用することが強く要請されている中で、文部科学省は、平成 19 年に、大

学等の研究機関に対し、「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」（平成 19 年 2月 15 日文部科学大臣決定。以下

「ガイドライン」という。）を通知するなど、不正使用防止に関する取組を実施。 

○ しかし、その後も業者への預け金（注）の発生等研究費の不正使用の事案が発覚したことを受け、文部科学省が公的研究費の経理に関し調査を

実施した結果、少なくとも 19 機関において、上記ガイドライン施行後の平成 20 年度以降に不適切な経理（計約 1 億 7,200 万円分）があったこ

とが判明（平成 25年 4月）するなど上記の取組の実効性の確保が課題。 

○ この行政評価・監視は、以上のような状況を踏まえ、科研費等の適正な使用を確保する観点から、研究費の不正使用防止に向けた体制の構築状

況、研究費使用ルールの運用状況等を調査。 
（注） 「預け金」とは、業者に架空取引を指示し、契約した物品が納入されていないにもかかわらず納入されたなどとして代金を支払い、その支払金を当該業者に

管理させるものである。 
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勧告事項 文部科学省が講じた改善措置状況 

1  科研費等の不正使用防止対策等の推進 

(1) 科研費等の不正使用防止対策の推進 

ア 物品購入等における事務局関与の徹底（いわゆる「預け金」

の防止） 

（勧告要旨） 

文部科学省は、いわゆる「預け金」といった科研費等の不正使

用を防止する観点から、以下の措置を講ずる必要がある。 
①  ガイドライン、「科学研究費補助金の使用について各研究機

関が行うべき事務等」（以下「研究機関使用ルール」という。）、

公募要領その他の適切な手段により、次のⅰ）及びⅱ）に係る

具体的な基準、指針等を作成し、各研究機関に示すとともに、

それらに沿った各研究機関における取組を徹底させること。 
また、研究機関においてそれらを的確に履行することを研

究機関使用ルールに明記するとともに、的確に履行されていな

い場合について、研究機関管理等に必要な経費として支給され

ている間接経費の返還、減額査定等を含む実効性のあるペナル

ティ措置を設け、その厳格な運用を図ること。 
ⅰ）物品購入等の発注及び検収は、事務局が実施することが原

則であることを明確に位置付けるものとすること。 
また、各研究機関の判断により、事務局が発注及び検収を

行わない例外的な措置を講ずることとする場合については、

当該措置に係る物品の金額、性質等の範囲、納入形態等が真

にやむを得ない必要最小限のものに限定されるようにする

とともに、事務局がその責任の下で実質的に管理する厳格な

実施体制を構築することを義務付けるものとすること。 
ⅱ）事務局による発注及び検収の対象範囲は物品購入に限定せ

ず、役務契約についても対象とすることを明確に位置付ける

ものとすること。 
 

 

 

 

 

 

 

 

→ 平成 26 年 2 月 18 日に「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライ

ン（実施基準）」（以下「ガイドライン」という。）を改正し、以下の事項を「機関（注）

に実施を要請する事項」及び「実施上の留意事項」、「文部科学省が実施すべき事項」、

「配分機関が実施すべき事項」として明確に位置付けるとともに、「研究機関におけ

る公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）の運用について（通知）」（平

成 26年 2月 18日付け 25文科振第 620号文部科学省研究振興局長通知）により、ガ

イドラインを各研究機関に通知し、所要の取組や関係者への周知を要請した。また、

今後は各研究費の説明会等においても、ガイドラインにおける取組を各機関に対し

て要請する予定である。 

（注） ガイドラインにおいて「機関」とは、文部科学省又は文部科学省が所管する独立行政法人

から競争的資金等公的研究費の配分を受ける全ての機関をいう。 

  

   この中で、総務省の調査対象となった 61 機関を含むガイドラインの対象機関に対

して、ガイドラインの履行を確保する方策として、「機関に実施を要請する事項」等

に係る体制整備等の実施状況を把握するため「体制整備等チェックリスト」を今回の

ガイドライン改正に則し改訂することのほか、文部科学省が履行状況について調査を

行い、有識者による検討も踏まえ、機関の体制整備等の状況について不備があると判

断する場合（付与した管理条件が未履行な場合）は、間接経費措置額の減額等のペナ

ルティ措置を講ずることとした。 

今後、平成 26 年の秋頃を目途に、文部科学省が、ガイドラインの履行状況に係る

調査を行い、機関に対して適切な指導、助言を行う予定である。また、平成 27 年度

以降においては、履行状況調査等の結果を踏まえて、厳正な指導やペナルティ措置を

→：1回目のフォローアップ時に確認した改善措置状況 
⇒：2回目のフォローアップ時に確認した改善措置状況 



- 2 - 

勧告事項 文部科学省が講じた改善措置状況 

（説明） 

≪制度の概要≫ 

○ 研究機関は、発注・検収業務について当事者（研究者）以外に

よるチェックが有効に機能するシステムを構築・運営することが

必要 
○ 研究機関は、全ての物品において発注当事者以外による検収が

困難な場合は、補完的な措置をとることが必要 
 
≪調査結果≫ 

○ 発注段階での事務局関与が徹底されていない例あり 

 ・ 全ての物品について研究者に発注を委ねているもの 

（ 5大学） 

・ 高額備品（注）について研究者に発注を委ねているもの 

（ 9大学） 

（注）研究者発注可能な基準額の上限を「150万円未満」又はそれ以上に設

定している備品 

○ 検収段階における事務局関与が徹底されていない例あり 

 ・ 全ての物品について事務局検収していないもの （ 1大学） 

・ 一部の物品について事務局検収していないもの （19大学） 

・ 研究室検収（発注者以外の教職員による検収）において発注

者となる研究代表者が検収担当者を指名しているもの  

（ 2大学） 

・ データ入力等業務委託に係る事務局検収又は補完措置を未実

施のもの （ 5大学） 

 

 

講ずる予定である。なお、ペナルティ措置を講ずる際は、ガイドラインにおける「機

関に実施を要請する事項」の実施の有無を基準に厳格な運用を図る予定である。 

 

（機関に実施を要請する事項） 

・ 発注・検収業務については、原則として、事務部門が実施することとし、当事

者以外によるチェックが有効に機能するシステムを構築・運営し、運用すること 

・  研究の円滑かつ効率的な遂行等の観点から、研究者による発注を認める場合は、

一定金額以下のものとするなど明確なルールを定めた上で運用すること 

・ 物品等において発注した当事者以外の検収が困難である場合であって、一部の

物品等について検収業務を省略する例外的な取扱いとする場合は、件数、リスク

等を考慮し、抽出方法・割合等を適正に定め、定期的に抽出による事後確認を実

施すること 

（実施上の留意事項） 

・ 研究者による発注を認める場合であっても、事務部門の牽制が実質的に機能す

る仕組みとして、発注に関し、定期的に予算執行・取引状況・内容を検証（是正

指導)することが必要であること。また、検収業務についても、上下関係を有する

同一研究室・グループ内での検収の実施などは避け、発注者の影響を完全に排除

した実質的なチェックが行われるようにしなければならないこと 

 

（機関に実施を要請する事項） 

・ 特殊な役務に関する検収について、実効性ある明確なルールを定めた上で運用

すること 

（実施上の留意事項） 

・ 特殊な役務についても検収対象とし、原則として、有形の成果物がある場合に

は、成果物、完了報告書等の履行が確認できる書類により、検収を行うとともに、

必要に応じ、抽出による事後チェックなどを含め、これに係る仕様書、作業工程

などの詳細をこれらの知識を有する発注者以外の者がチェックすること。また、

成果物がない機器の保守・点検などの場合は、検収担当者が立会い等による現場

確認を行うことが必要であること 
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勧告事項 文部科学省が講じた改善措置状況 

（文部科学省が実施すべき事項）、（配分機関が実施すべき事項） 

・ ガイドラインにある「機関に実施を要請する事項」の履行状況について調査を

行い、有識者による検討も踏まえ、調査の結果、機関の体制整備等の状況につい

て不備があると判断する場合は、次の措置を講ずる。 

  （ア）管理条件の付与 

文部科学省は、機関に対し、体制整備等の不備について、改善事項及びそ

の履行期限（1年）を示した管理条件を付す。また、文部科学省は、管理条件

の履行状況について毎年度フォローアップ調査を実施し、調査結果を機関及

び配分機関に通知すること 

（イ）間接経費の削減 

配分機関は、文部科学省がフォローアップ調査の結果において、管理条件

の履行が認められないと判断した場合は、当該機関に対する競争的資金にお

ける翌年度以降の間接経費措置額を一定割合削減する。 

間接経費措置額の削減割合については、フォローアップ調査の結果に応じ

て、段階的に引き上げる（上限は間接経費措置額の 15％とする）。 

（ウ）配分の停止 

間接経費を上限まで削減する措置を講じている間においても文部科学省が

管理条件の履行が認められないと判断した場合は、配分機関は、当該機関に

対する翌年度以降の競争的資金の配分を停止すること 

 

また、科研費については「研究機関使用ルール」において、ガイドラインに明記

された事項を踏まえつつ、役務契約についても発注・検収の対象とすることを明確

に位置付ける等の改正を平成 26年 4月に行い、同月の交付内定時に各機関に通知し

た。さらに、6月下旬から 7月上旬にかけて全国 7地区で開催予定の科学研究費助成

事業実務担当者向け説明会等においても、周知の徹底を図る予定である。 

 

⇒ 平成 26 年 7 月、「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実

施基準）」（以下「ガイドライン」という。）の内容について解説したコンプライアン

ス教育用コンテンツ（管理者向け及び研究者向けの 2 種類）を制作し、文部科学省
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勧告事項 文部科学省が講じた改善措置状況 

動画チャンネル（YouTube の mext channel）において配信を開始し、各機関（注 1）

にその旨周知した。 

また、平成 26年 8月、発注・検収業務について、原則として、事務部門が実施す

ること等を定めたガイドラインにおける「機関に実施を要請する事項」等に係る各

機関の体制整備等の実施状況を把握するため、「体制整備等自己評価チェックリス

ト」（以下「体制整備等チェックリスト」という。）をガイドライン改正に則し改訂

し、各機関に対して、競争的資金等の制度ごとに設定された所定の期限までに体制

整備等チェックリストによる自己評価結果を提出するよう要請した。各機関から提

出された体制整備等チェックリストについては、毎年度、その内容を分析し、報告

書として取りまとめ、文部科学省ホームページで公表するとともに、分析結果を各

機関に対する指導、助言等に活用することとしている。 

科研費では、平成 26 年 9 月に全国 7 地区で開催した平成 27 年度科学研究費助成

事業公募要領等説明会においてガイドラインの内容について説明し、ガイドライン

における取組を各機関に対して要請した。科研費以外の文部科学省所管の研究費（国

家課題型研究開発推進事業等）についても、公募要領にガイドラインにおける取組

を記載するとともに、説明会等において要請した。 

平成 27年度も引き続き、各研究費の説明会等において、ガイドラインにおける取

組を各機関に対して要請する予定である。 

さらに、平成 26年 7月、「公的研究費の適正な管理に関する有識者会議」（以下「有

識者会議」という。）において、平成 26 年度履行状況調査の実施方針を審議・決定

し、24年度及び 25年度に実施した「ガイドラインの実施等に関する履行状況調査」

等において引き続きフォローアップを実施することとされていた 54機関を調査対象

とすることとされ、同年 8 月、当該機関にその旨通知した。その後、各調査対象機

関から提出された報告書等に基づき、平成 26 年 11 月から書面調査を実施し、27 年

2月の有識者会議での審議を経て、調査結果を取りまとめ、同年 3月、調査結果を各

調査対象機関に通知するとともに、文部科学省ホームページで公表した。平成 26年

度履行状況調査の結果、ガイドラインに基づく体制整備等の実施状況に不備がある

と判断された 53機関については、ガイドラインに基づく体制整備・運用が求められ

る事項として計 863事項を示すとともに、平成 27年度履行状況調査の調査対象機関
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とし、これら事項を含めた公的研究費の管理・監査体制の整備・運用状況のモニタ

リングを行うこととした。 

平成 26 年度は、順次、「機関に実施を要請する事項」に係る取組を行う経過措置

期間と位置付けていること及び平成 26年 7月にガイドラインに基づく機関の体制整

備に不備がある場合等における間接経費措置額の削減割合の基準等が定められるま

で、管理条件（注 2）の付与、間接経費の削減及び配分の停止の一連の措置の手続に

係る明確な基準がなかったことから、平成 26年度履行状況調査の実施に当たっては、

調査の結果、ガイドラインに基づく体制整備等の実施状況に不備があると判断され

た機関についても、管理条件の付与等の措置は講じないこととした。 

平成 27年度履行状況調査については、平成 27年 2月の有識者会議において審議・

決定した実施方針で、調査の結果、ガイドラインに基づく体制整備等の実施状況に

不備があると判断された機関に対して管理条件を付与するとともに、平成 28年度フ

ォローアップ調査の調査対象とすることとしており、当該調査の結果、管理条件の

履行が認められないと判断した場合は、当該機関に対する競争的資金における翌年

度以降の間接経費措置額を一定割合削減することとしている。 

なお、有識者会議（委員及び事務局）の運営体制を鑑みると、調査対象機関数は、

履行状況調査とフォローアップ調査を合わせて年度当たり 50機関程度が妥当である

ことから、平成 28年度履行状況調査の調査対象機関については、27年度履行状況調

査の結果を踏まえたフォローアップ調査の調査対象機関数を考慮して決定する予定

である。 

 

（注）1 ガイドラインにおいて「機関」とは、文部科学省又は文部科学省が所管する独立行政法人

から競争的資金等公的研究費の配分を受ける全ての機関をいう。 

2 管理条件とは、文部科学省が、調査の結果、機関の体制整備等の状況について不備を認め

る場合、当該機関に対し、改善事項及びその履行期限を示した競争的資金の交付継続の条件

である。 

 

科研費については、「研究機関使用ルール」において、役務契約についても発注・

検収の対象とすることを明確に位置付ける等の改正を平成 26年 4月に行い、同月の

交付内定時に約 1,300 機関に通知するとともに、同年 7 月に機関向けの事務マニュ
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アルである「研究機関用ハンドブック」を作成し、約 1,800機関に配布した。 

また、役務契約についても発注・検収の対象とすることを明確に位置付ける等の

内容を、全国 7地区で開催した平成 26年度科学研究費助成事業実務担当者向け説明

会（平成 26 年 6 月下旬から同年 7 月上旬開催）及び全国 7 地区で開催した 27 年度

科学研究費助成事業公募要領等説明会（平成 26年 9月開催）において周知した。 

なお、今後も「研究機関使用ルール」の通知、「研究機関用ハンドブック」の配布

及び説明会による周知の取組を引き続き実施していく予定である。 

（勧告要旨） 

②  研究機関に対し、当該研究機関に係る取引事業者が不正な取

引を行った場合の取引停止等のルール等について、説明会の開

催、文書での配布等の方法により当該事業者に対し周知徹底を

図るよう要請すること。 
また、取引事業者が属する主要な団体に対し、関係する会員

事業者への指導の徹底を図るよう要請すること。 
（説明） 

≪制度の概要≫ 

○ 研究機関は、いわゆる「預け金」を防止するために、適正な物

品の納品検収に加えて、取引業者に対するルールの周知、「預け

金」防止に対する取引業者の理解・協力を得ることが重要 

≪調査結果≫ 

○ 調査した大学の取引事業者及び取引事業者に係る団体（全国組

織）の中には、①大学からは各種取引ルールや不正使用防止の取

組あるいは不正取引業者への取引停止処分方針等に関する周知

は特段受けていないとするものや、②所属する事業者に対して不

正使用の防止等に係る法令等遵守の周知・啓発を特に行っていな

いとするものあり 

（15 取引事業者及び理化学、分析、実験用等の各種科学機器や

試薬等消耗品などの製造・販売を手掛ける事業者に係る2団体（全

国組織）の計 17 事業者等中 15 事業者等） 

 

→ ガイドラインに以下の事項を「機関に実施を要請する事項」として明確に位置付

けるとともに、「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基

準）の運用について（通知）」により、ガイドラインを各研究機関に通知し、所要の

取組や関係者への周知を要請した。 

 

（機関に実施を要請する事項） 

・  不正な取引に関与した業者への取引停止等の処分方針を機関として定め、機

関の不正対策に関する方針、ルール等を含め、周知徹底すること 

 

また、文部科学省では、平成 26 年 3 月、4 月に、ガイドラインの内容に係る説明

会を大学、独立行政法人、企業等（約 1,200 機関の計約 2,000 人）を対象に実施し

た。 

さらに、以下の団体に対して、会員事業者に会員誌やメールマガジン等によりガ

イドラインの内容について周知するよう平成 26年 2月に要請した。 

  ・一般社団法人日本経済団体連合会 

  ・日本商工会議所 

  ・全国中小企業団体中央会 

  ・一般社団法人日本科学機器協会 

  ・一般社団法人日本試薬協会 
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 ⇒ 項目 1－(1)－ア－①の勧告に対する回答のとおり、コンプライアンス教育用コン

テンツの配信、体制整備等チェックリストの改訂、平成 27年度科学研究費助成事業

公募要領等説明会においてのガイドラインの内容の説明等により、ガイドラインに

おける取組を各機関に対して要請した。 

なお、今後、ガイドラインの大きな改正等があれば、その内容を周知するため、

取引事業者が属する主要な団体への周知要請も検討する予定である。 

 
イ 謝金支給や備品管理等における事務局関与の徹底（いわゆ

る「プール金」の防止） 

（勧告要旨） 

文部科学省は、いわゆる「プール金」（注）といった科研費等

の不正使用を防止する観点から、ガイドライン、研究機関使用ル

ール又は公募要領の改定、その他の適切な手段により、次の措置

を講ずる必要がある。 
①  研究機関に対し、アルバイト等の非常勤雇用者に係る謝金の

支給について、研究室（者）と雇用者との間に不正の温床とな

る不適切な関係が生じることを防止する観点から、事務局自ら

が採用時における面談や勤務条件の説明を行い、又は出勤簿の

日常的な管理を行うなど、事務局が行うべき具体的な実務面で

の対応を義務化し、事務局がその責任の下において適正かつ実

効性のある雇用管理を実施するよう指導すること。 
また、研究機関においてそれらを的確に履行することを研究

機関使用ルールに明記するとともに、的確に履行されていない

場合について、研究機関管理等に必要な経費として支給されて

いる間接経費の返還、減額査定等を含む実効性のあるペナルテ

ィ措置を設け、その厳格な運用を図ること。 
（注） 「プール金」とは、カラ出張や出勤簿の改ざん等により旅費や謝金等

を不正に請求するなどして、その差額等を研究室や個人等が管理するも

のである。 

 
 
 

 

 

 

 

→ ガイドラインに以下の事項を「機関に実施を要請する事項」及び「実施上の留意

事項」、「文部科学省が実施すべき事項」、「配分機関が実施すべき事項」として明確

に位置付けるとともに、「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン

（実施基準）の運用について（通知）」により、ガイドラインを各研究機関に通知し、

所要の取組や関係者への周知を要請した。また、今後は各研究費の説明会等におい

ても、ガイドラインにおける取組を各機関に対して要請する予定である。 

この中で、総務省の調査対象となった 61 機関を含むガイドラインの対象機関に対

して、ガイドラインの履行を確保する方策として、「機関に実施を要請する事項」等

に係る体制整備等の実施状況を把握するため「体制整備等チェックリスト」を今回の

ガイドライン改正に則し改訂することのほか、文部科学省が履行状況について調査を

行い、有識者による検討も踏まえ、機関の体制整備等の状況について不備があると判

断する場合（付与した管理条件が未履行の場合）は、間接経費措置額の減額等のペナ

ルティ措置を講ずることとした。 

今後、平成 26 年の秋頃を目途に、文部科学省が、ガイドラインの履行状況に係る
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（説明） 

≪制度の概要≫ 

○ 研究機関は、カラ出張や出勤簿の改ざん等による不正を防止す

るため、非常勤雇用者の勤務状況確認等の取組が必要 
 
≪調査結果≫ 

○ 非常勤雇用者の雇用・勤務管理に関する事務局関与が徹底され

ていない例あり 

・ 非常勤雇用者の勤務条件及び勤務状況の確認が未実施のもの 

（19大学） 

 

調査を行い、機関に対して適切な指導、助言を行う予定である。また、平成 27 年度

以降においては、履行状況調査等の結果を踏まえて、厳正な指導やペナルティ措置を

講じる予定である。なお、ペナルティ措置を講ずる際は、ガイドラインにおける「機

関に実施を要請する事項」の実施の有無を基準に厳格な運用を図る予定である。 

 

（機関に実施を要請する事項） 

・  非常勤雇用者の勤務状況確認等の雇用管理については、原則として事務部門が

実施すること 

（実施上の留意事項） 

・  非常勤職員の雇用管理については、研究室任せにならないよう、事務部門が採

用時や定期的に、面談や勤務条件の説明、出勤簿・勤務内容の確認等を行うこと

が必要であること 

 

（文部科学省が実施すべき事項）、（配分機関が実施すべき事項）（再掲） 

・  ガイドラインにある「機関に実施を要請する事項」等の履行状況について調査

を行い、有識者による検討も踏まえ、調査の結果、機関の体制整備等の状況につ

いて不備があると判断する場合は、次の措置を講ずる。 

（ア）管理条件の付与 

文部科学省は、機関に対し、体制整備等の不備について、改善事項及びそ

の履行期限（1年）を示した管理条件を付す。また、文部科学省は、管理条件

の履行状況について毎年度フォローアップ調査を実施し、調査結果を機関及

び配分機関に通知する。 

（イ）間接経費の削減 

配分機関は、文部科学省がフォローアップ調査の結果において、管理条件

の履行が認められないと判断した場合は、当該機関に対する競争的資金におけ

る翌年度以降の間接経費措置額を一定割合削減する。 

間接経費措置額の削減割合については、フォローアップ調査の結果に応じ

て、段階的に引き上げる（上限は間接経費措置額の 15％とする）。 
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（ウ）配分の停止 

間接経費を上限まで削減する措置を講じている間においても文部科学省が

管理条件の履行が認められないと判断した場合は、配分機関は、当該機関に対

する翌年度以降の競争的資金の配分を停止する。 

 

また、科研費では、「研究機関使用ルール」について、ガイドラインを踏まえた改

正を平成 26 年 4 月に行い、同月の交付内定時に各機関に通知した。さらに、6 月下

旬から 7 月上旬にかけて全国 7 地区で開催予定の科学研究費助成事業実務担当者向

け説明会等においても、周知を図る予定である。 

 

⇒ 項目 1－(1)－ア－①の勧告に対する回答のとおり、コンプライアンス教育用コン

テンツの配信、体制整備等チェックリストの改訂、平成 27年度科学研究費助成事業

公募要領等説明会においてのガイドラインの内容の説明等により、ガイドラインに

おける取組を各機関に対して要請した。 

また、項目 1－(1)－ア－①の勧告に対する回答のとおり、平成 26年度履行状況調

査を実施し、調査の結果、ガイドラインに基づく体制整備等の実施状況に不備があ

ると判断された 53 機関については、平成 27 年度履行状況調査の調査対象機関とし

た。 

平成 27年度履行状況調査については、ガイドラインに基づく体制整備等の実施状

況に不備があると判断された機関に対して管理条件を付与するとともに、平成 28年

度フォローアップ調査の調査対象とすることとしており、当該調査の結果、管理条

件の履行が認められないと判断した場合は、当該機関に対する競争的資金における

翌年度以降の間接経費措置額を一定割合削減することとしている。 

 

科研費については、「研究機関使用ルール」において、 

ⅰ) 補助事業に係る人件費・謝金の支出に当たっては、機関が事実確認を行った上

で適切に行うこと、 

ⅱ) 研究協力者の雇用に当たっては、機関が採用時に面談や勤務条件の説明を行い、
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雇用契約において勤務内容、勤務時間等について明確にした上で機関が当事者と

なって雇用契約を締結するとともに、機関が出勤簿や勤務内容の確認を定期的に

行うなど研究協力者の勤務状況を適切に管理して給与等を支給すること、 

を明記した改正を平成 26年 4月に行い、同月の交付内定時に約 1,300機関に通知す

るとともに、同年 7 月に機関向けの事務マニュアルである「研究機関用ハンドブッ

ク」を作成し、約 1,800機関に配布した。 

また、上記ⅰ）及びⅱ）の内容を、全国 7地区で開催した平成 26年度科学研究費

助成事業実務担当者向け説明会（平成 26年 6月下旬から同年 7月上旬開催）及び全

国 7 地区で開催した 27 年度科学研究費助成事業公募要領等説明会（平成 26 年 9 月

開催）において周知した。 

なお、今後も「研究機関使用ルール」の通知、「研究機関用ハンドブック」の配

布及び説明会による周知の取組を引き続き実施していく予定である。 
（勧告要旨） 

②  物品管理の適正化を図るため、研究機関として管理すべき物

品の区分基準を作成し、研究機関に対し、当該基準を示すとと

もに、これに沿った取組を徹底するよう指導すること。 
その際、過去複数の不正事案が生じたパソコン等換金性の高

い物品の扱いについては、管理の徹底が図られるよう十分留意

するものとすること。 
（説明） 

≪制度の概要≫ 
○ 研究者は、科研費により購入した設備備品を研究機関に寄付す

る必要 
○ 研究機関は、研究者から寄付された設備備品を適切に管理する

必要 
≪調査結果≫ 

○ 購入設備備品管理に関する事務局関与が徹底されていない例

あり 

・ 機関管理とする設備備品の基準額は大学により 1万円から 50

万円と区々 

 

→ 科研費については、ガイドライン、国立大学会計基準及び物品管理に関する研究

機関の実態を踏まえ、「研究機関使用ルール」に、研究機関において設備・備品とし

て管理すべき物品の基準（取得価格 50万円以上かつ耐用年数 1年以上の物品及び換

金性の高い物品）を平成 26年 4月に明記し、同月の交付内定時に各機関に通知した。 

また、ガイドラインに以下の事項を「機関に実施を要請する事項」及び「実施上

の留意事項」として明確に位置付けるとともに、「研究機関における公的研究費の管

理・監査のガイドライン（実施基準）の運用について（通知）」により、同ガイドラ

インを各研究機関に通知し、所要の取組や関係者への周知を要請した。また、今後

は各研究費の説明会等においても、ガイドラインにおける取組を各機関に対して要

請する予定である。 

この中で、総務省の調査対象となった 61 機関を含むガイドラインの対象機関に対

して、ガイドラインの履行を確保する方策として、「機関に実施を要請する事項」等

に係る体制整備等の実施状況を把握するため「体制整備等チェックリスト」を今回の

ガイドライン改正に則し改訂することのほか、文部科学省が履行状況について調査を

行い、有識者による検討も踏まえ、機関の体制整備等の状況について不備があると判
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・ 中には換金性の高いパソコンが多数所在不明であることが判

明後も基準額（50万円）の見直しを行わず、金額に応じてパソ

コンを消耗品と区分しているものあり 

断する場合（付与した管理条件が未履行の場合）は、間接経費措置額の減額等のペナ

ルティ措置を講ずることとした。 

今後、平成 26 年の秋頃を目途に、文部科学省が、ガイドラインの履行状況に係る

調査を行い、機関に対して適切な指導、助言を行う予定である。また、平成 27 年度

以降においては、履行状況調査等の結果を踏まえて、厳正な指導やペナルティ措置を

講ずる予定である。なお、ペナルティ措置を講ずる際は、ガイドラインにおける「機

関に実施を要請する事項」の実施の有無を基準に厳格な運用を図る予定である。 

 

（機関に実施を要請する事項） 

・ 換金性の高い物品については、適切に管理する。 

（実施上の留意事項） 

・ 換金性の高い物品については、競争的資金等で購入したことを明示するほか、

物品の所在が分かるよう記録することなどにより、適切に管理する。特に、パソ

コンについては適切に管理することが望ましい。 

 

（文部科学省が実施すべき事項）、（配分機関が実施すべき事項）（再掲） 

・ ガイドラインにある「機関に実施を要請する事項」等の履行状況について調査

を行い、有識者による検討も踏まえ、調査の結果、機関の体制整備等の状況につ

いて不備があると判断する場合は、次の措置を講ずる。 

（ア）管理条件の付与 

文部科学省は、機関に対し、体制整備等の不備について、改善事項及びそ

の履行期限（1年）を示した管理条件を付す。また、文部科学省は、管理条件

の履行状況について毎年度フォローアップ調査を実施し、調査結果を機関及

び配分機関に通知する。 

（イ）間接経費の削減 

配分機関は、文部科学省がフォローアップ調査の結果において、管理条件

の履行が認められないと判断した場合は、当該機関に対する競争的資金にお

ける翌年度以降の間接経費措置額を一定割合削減する。 



- 12 - 

勧告事項 文部科学省が講じた改善措置状況 

間接経費措置額の削減割合については、フォローアップ調査の結果に応じ

て、段階的に引き上げる（上限は間接経費措置額の 15％とする）。 

（ウ）配分の停止 

間接経費を上限まで削減する措置を講じている間においても文部科学省が

管理条件の履行が認められないと判断した場合は、配分機関は、当該機関に

対する翌年度以降の競争的資金の配分を停止する。 

 
⇒ 科研費については、「研究機関使用ルール」において、機関において設備・備品

として管理すべき物品の基準（取得価格 50万円以上かつ耐用年数 1年以上の物品及

び換金性の高い物品）を明記した改正を平成 26年 4月に行い、同月の交付内定時に

約 1,300 機関に通知するとともに、同年 7月に機関向けの事務マニュアルである「研

究機関用ハンドブック」を作成し、約 1,800機関に配布した。 

また、上記の内容を、全国 7地区で開催した平成 26年度科学研究費助成事業実務

担当者向け説明会（平成 26年 6月下旬から同年 7月上旬開催）及び全国 7地区で開

催した 27 年度科学研究費助成事業公募要領等説明会（平成 26 年 9 月開催）におい

て周知した。 

なお、今後も「研究機関使用ルール」の通知、「研究機関用ハンドブック」の配

布及び説明会による周知の取組を引き続き実施していく予定である。 

 

項目 1－(1)－ア－①の勧告に対する回答のとおり、平成 26年度履行状況調査を実

施し、調査の結果、ガイドラインに基づく体制整備等の実施状況に不備があると判

断された 53機関については、平成 27年度履行状況調査の調査対象機関とした。 

平成 27年度履行状況調査については、ガイドラインに基づく体制整備等の実施状

況に不備があると判断された機関に対して管理条件を付与するとともに、平成 28年

度フォローアップ調査の調査対象とすることとしており、当該調査の結果、管理条

件の履行が認められないと判断した場合は、当該機関に対する競争的資金における

翌年度以降の間接経費措置額を一定割合削減することとしている。 
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なお、平成 27年 3月に「競争的資金における使用ルール等の統一について」（平

成 27 年 3 月 31 日競争的資金に関する関係府省連絡会申し合わせ）において、研究

機関において備品等として管理する物品について統一のルールが定められ、耐用年

数 1年以上かつ取得価格 10万円以上の物品は備品として、耐用年数 1年以上かつ取

得価格 50万円以上の物品は資産として管理することについて、27年 4月以降に新た

に公募を開始するものから適用することとされたことから、科研費の「研究機関使

用ルール」等の関係規程についても今後改正する予定である。 
(2) 科研費等の不正使用防止に係る体制整備の的確な把握及び指

導監督の徹底 

（勧告要旨） 

文部科学省は、科研費等の適正な執行を確保する観点から、研

究機関における実効性のある研究費の管理・監査体制を構築させ

るため、次の措置を講ずる必要がある。 

①  ガイドラインに基づく不正防止計画の策定、関係者の意識向

上及び不正が発生した場合の対応の明確化等に係る体制整備

が不十分な研究機関に対し、その整備の徹底を図るため、ガイ

ドラインで示している間接経費の削減等の是正措置の適用ル

ールを明確化した上で、厳正な指導を行うこと。 

また、当該是正措置の適用の前提となる体制整備状況の的確

な把握のため、現行の「体制整備等チェックリスト」による報

告事項を見直すことを含め、必要な追加措置を講ずること。 

（説明） 

≪制度の概要≫ 

○ 研究機関は、不正防止計画の策定、関係者の意識向上の徹底、

不正な取引に関与した業者への取引停止等処分方針の策定等公

的研究費の管理・監査体制の整備が必要 
 
≪調査結果≫ 

○ 公的研究費の管理・監査体制の整備等が不十分な例あり 

 

 

 

 

 

 

→ ガイドラインに以下の事項を「文部科学省が実施すべき事項」、「配分機関が実施

すべき事項」として明確に位置付けるとともに、「研究機関における公的研究費の管

理・監査のガイドライン（実施基準）の運用について（通知）」により、同ガイドラ

インを各研究機関に通知し、所要の取組や関係者への周知を要請した。また、今後

は各研究費の説明会等においても、ガイドラインにおける取組を各機関に対して要

請する予定である。 

この中で、総務省の調査対象となった 61機関を含むガイドラインの対象機関に対

して、ガイドラインの履行を確保する方策として、「機関に実施を要請する事項」等

に係る体制整備等の実施状況を把握するため「体制整備等チェックリスト」を今回の

ガイドライン改正に則し改訂することのほか、文部科学省が履行状況について調査を

行い、有識者による検討も踏まえ、機関の体制整備等の状況について不備があると判

断する場合（付与した管理条件が未履行の場合）は、間接経費措置額の減額等のペナ

ルティ措置を講ずることとした。 

今後、平成 26年の秋頃を目途に、文部科学省が、ガイドラインの履行状況に係る

調査を行い、機関に対して適切な指導、助言を行う予定である。また、平成 27 年度
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・ 不正防止計画を作成していないもの （ 8大学） 

・ 関係者の意識向上のための研究者及び事務職員の行動規範が

未策定のもの （ 2大学） 

・ 不正な取引に関与した業者への取引停止等の処分方針を定め

ていないもの （ 4大学） 

○ 文部科学省が、毎年、大学等研究機関から報告を求める体制整

備等チェックリストには、研究者及び事務職員の行動規範の策定

状況等について直接、該当するチェック項目がないため、ガイド

ラインに基づく体制整備等の実施状況を把握しにくい状況 

以降においては、履行状況調査等の結果を踏まえて、厳正な指導やペナルティ措置を

講じる予定である。なお、ペナルティ措置を講じる際は、ガイドラインにおける「機

関に実施を要請する事項」の実施の有無を基準に厳格な運用を図る予定である。 

 

（文部科学省が実施すべき事項）、（配分機関が実施すべき事項）（再掲） 

・ ガイドラインにある「機関に実施を要請する事項」等の履行状況について調査

を行い、有識者による検討も踏まえ、調査の結果、機関の体制整備等の状況につ

いて不備があると判断する場合は、次の措置を講ずる。 

（ア）管理条件の付与 

文部科学省は、機関に対し、体制整備等の不備について、改善事項及びそ

の履行期限（1年）を示した管理条件を付す。また、文部科学省は、管理条件

の履行状況について毎年度フォローアップ調査を実施し、調査結果を機関及

び配分機関に通知する。 

（イ）間接経費の削減 

配分機関は、文部科学省がフォローアップ調査の結果において、管理条件

の履行が認められないと判断した場合は、当該機関に対する競争的資金にお

ける翌年度以降の間接経費措置額を一定割合削減する。 

間接経費措置額の削減割合については、フォローアップ調査の結果に応じ

て、段階的に引き上げる（上限は間接経費措置額の 15％とする）。 

（ウ）配分の停止 

間接経費を上限まで削減する措置を講じている間においても文部科学省が

管理条件の履行が認められないと判断した場合は、配分機関は、当該機関に

対する翌年度以降の競争的資金の配分を停止する。 

 

また、研究機関における研究費の管理・監査に係る体制整備状況の的確な把握の

ため、ガイドラインの改正内容を踏まえ、「体制整備等チェックリスト」を平成 26

年 6月を目途に改訂する予定である。 
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⇒ 項目 1－(1)－ア－①の勧告に対する回答のとおり、コンプライアンス教育用コン

テンツの配信、体制整備等チェックリストの改訂、平成 27年度科学研究費助成事業

公募要領等説明会においてのガイドラインの内容の説明等により、ガイドラインに

おける取組を各機関に対して要請した。 

また、項目 1－(1)－ア－①の勧告に対する回答のとおり、平成 26年度履行状況調

査を実施し、調査の結果、ガイドラインに基づく体制整備等の実施状況に不備があ

ると判断された 53 機関については、平成 27 年度履行状況調査の調査対象機関とし

た。 

平成 27年度履行状況調査については、ガイドラインに基づく体制整備等の実施状

況に不備があると判断された機関に対して管理条件を付与するとともに、平成 28年

度フォローアップ調査の調査対象とすることとしており、当該調査の結果、管理条

件の履行が認められないと判断した場合は、当該機関に対する競争的資金における

翌年度以降の間接経費措置額を一定割合削減することとしている。 

（勧告要旨） 

②  上記①により講じた措置、科研費実地検査等により判明した

改善すべき事項等については、文書による指導を行う際の基準

を明確にし、口頭で指導する場合においてもその内容を記録と

して残すこと。 

また、それら指摘した内容については、研究機関においてそ

の後の確実な改善が図られるよう、フォローアップに係る事務

手順を整備し、フォローアップを的確に実施すること。 

（説明） 

≪制度の概要≫ 
○ 文部科学省及び独立行政法人日本学術振興会（以下「学術振興

会」という。）では、配分機関として科研費の不正使用の防止及

び適正な執行の徹底を図るため、毎年度、研究機関における経費

管理・監査の実施状況について、科研費実地検査を実施 
○ 科研費実地検査の結果、研究機関における経費管理体制が十分

でない場合には、その改善を指導し、経費管理体制の改善への対

 
→ 科研費では、ガイドライン及び「体制整備等チェックリスト」の改訂を踏まえ、平

成 26年 7月を目途に実地検査のためのチェックリストを見直す予定である。 

また、実地検査における指摘事項の記録を文部科学省・配分機関及び研究機関で

共有し保管する方向で検討しており、文書による指導を行う際の基準を策定した上

で、平成 26年 8月以降実地検査を実施する予定である。 

さらに、フォローアップを含めた実地検査の事務手順を平成 26年 7月までに定め、

同月作成予定の「研究機関用ハンドブック」により研究機関に対し明示する予定で

ある。 

 
⇒ 科研費では、ガイドライン及び体制整備等チェックリストの改訂を踏まえ、平成

26 年 9 月に実地検査のためのチェックリストの見直しを行い、機関における科研費

の執行管理に関する事項や不正を防止するための体制等に関する事項等について具

体的に把握することとした。 

また、機関に対し文書による指導を行う際の基準について、「科学研究費助成事
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応が適切でない場合や経費管理体制の不備により悪質な不正使

用事案が発生した場合には、研究機関に対する間接経費の減額査

定等のペナルティを実施 
 
≪調査結果≫ 

○ 文部科学省及び学術振興会による科研費実地検査では、文書に

よる指導やペナルティを実施した実績はなく、また、口頭による

指摘は行っているとしているが、指摘事実、指摘内容等を確認で

きる資料は未保存 

○ 調査した大学における科研費実地検査についてみると、文部科

学省等では、文書による指導を行っていないこともあり、主体的

に改善措置状況の事後確認を未実施 

業実地検査実施要項」（平成 26 年 8 月 21 日研究振興局長決定。以下「科研費実地

検査実施要項」という。）において、「①法令、科研費に係る規程等、ガイドライ

ンに抵触している疑いがあるなど早急に改善するべきもの」、「②法令等に抵触を

しているものではないが、改善をすることが望まれるもの」、「③その他特記事項」

の 3基準を策定し、検査終了後遅滞なく通知することとした。 

さらに、科研費実地検査実施要項では、「①法令、科研費に係る規程等、ガイド

ラインに抵触している疑いがあるなど早急に改善するべきもの」に当てはまる事項

があった場合、機関に対する通知日から半年又は翌年度の 6 月末の早い日までに機

関から文書により改善の状況について回答を求めることとした。また、改善がみら

れない場合は、引き続き文書による回答を求めるか、次年度の実地検査の対象とす

る等の措置を講ずるほか、ガイドラインを踏まえ厳に指導・助言を行うため、当該

機関が提出する体制整備等チェックリストについて、ガイドラインを所管する研究

振興局振興企画課競争的資金調整室及び科研費を所管する同局学術研究助成課にお

いて情報共有することとした。 

なお、機関に対しては、平成 26年 7月に作成した「研究機関用ハンドブック」に

おいて、ⅰ）文部科学省・日本学術振興会は科研費実地検査で判明した改善すべき

事項を検査記録として機関と共有すること、ⅱ）文部科学省・日本学術振興会は機

関に当該事項の改善状況の報告を求めることを明示し、約 1,800機関に配布した。 

平成 26年度は、科研費実地検査実施要項に基づき、日本学術振興会と協力し、61

機関に対して実施検査を実施した。このうち 8 機関に対して、「法令、科研費に係

る規程等、ガイドラインに抵触している疑いがあるなど早急に改善するべきもの」

に当てはまる事項として、研究分担者承諾書（研究代表者が研究分担者から徴し保

管することとしている承諾書）の取扱い、発注・納品・検収体制、旅費の執行体制

について文書指導を行った。当該実地検査については、結果を分析した上で、平成

27 年 7 月上旬に全国 7 地区で開催予定の実務担当者向け説明会等において公表する

予定である。 

平成 27年度においても、引き続き、科研費実地検査実施要項や実地検査のための

チェックリストの見直しを行うととともに、26 年度に実施した実地検査において、
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指導を行った機関に対するフォローアップを実施する予定である。 
2 科研費（直接経費）の効果的な活用の推進 

（勧告要旨） 

文部科学省は、科研費の効果的かつ計画的な執行を確保し、無

駄な使用を防止する観点から、次の措置を講ずる必要がある。 

①  研究費を返還することにより、以後の科研費の審査において

不利益が生じないことについて、研究機関使用ルール、「科学

研究費補助金文科省（学振）研究者使用ルール（補助条件）」

などに明記すること。その上で、研究機関に対し、繰越制度や

調整金制度を活用しつつ、研究費が計画的に執行されるよう管

理を徹底させること。 

また、研究機関に対し、上記の制度を活用してもなお研究期

間終了の一定程度前の時点において研究費に残額が生じる余

地があるとみられる場合は、その後の研究者の発注申請の適切

性について事務局が厳正に判断するなど事務局がその責任の

下で研究費を厳格に管理する体制において、無駄に使い切るこ

となく、配分機関に返還することを徹底させること。 

（説明） 

≪制度の概要≫ 

○ 科研費は、当初予定した研究を完了しても研究費に残額が生じ

た場合、返還が可能 
 
≪調査結果≫ 

○ 年度末に高額機器や多数のパソコン等を購入している例あり 

（ 4大学） 

○ 年度末に研究費の 3割以上執行している例あり （14大学） 

○ 研究者の中には、研究費の残額を返還した場合には、その後の

研究課題の採択等に悪影響が及ぶことを懸念する向きもあり、返

還に対する研究機関や研究者の不安を払しょくすることも必要 

 
 
 

 

→ 「研究機関使用ルール」、「研究者使用ルール」に、研究費に残額が生じる場合は

返還する旨を平成 26年 4月に明記し、同月の交付内定時に各機関に通知した。さら

に、平成 26年 6月下旬から 7月上旬にかけて全国 7地区で開催予定の科学研究費助

成事業実務担当者向け説明会等においても、周知を図る予定である。 

また、「研究者用ハンドブック」に、研究費を返還してもその後の科研費の審査に

おいて不利益が生じない旨を平成 26年 4月に明記し、同月にはホームページに公表

した。さらに、平成 26年 6月頃の科研費の交付決定時に研究代表者に当該ハンドブ

ックを送付する予定である。 

繰越制度や調整金制度を活用しつつ、研究費が計画的に執行されるよう管理を徹

底すること、研究費に残額が生じる場合は研究者の発注申請の適切性について事務

局が厳正に判断しつつ配分機関に返還することについて、今後、平成 26年 6月下旬

から 7 月上旬にかけて全国 7 地区で開催予定の科学研究費助成事業実務担当者向け

説明会等において周知を図る予定である。 

また、ガイドラインにおいても「実施上の留意事項」として、以下の事項を明記

し、研究費の効果的かつ計画的な執行を促している。 

 

（実施上の留意事項） 

・ 研究費を年度内に使い切れずに返還しても、その後の採択等に悪影響はないこ

とを周知徹底することも必要である。 

 
⇒ 科研費では、平成 26 年 6 月の交付決定時に、科研費の交付を受ける研究者（約 7

万 7,000 人）に対して配布する「研究者用ハンドブック」に、研究費に未使用額が

生じても、その後の科研費の審査において不利益が生じない旨を明記した。 
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また、「研究者用ハンドブック」により繰越制度や調整金制度を周知し、研究費

の効果的・効率的な活用について周知した。機関に対しては、平成 26年 7月に作成

した機関が行う事務手続のマニュアルである「研究機関用ハンドブック」（約 1,800

機関に送付）において、ⅰ）研究費が計画的に執行されるよう適切な執行管理を行

うこと、ⅱ）繰越制度や調整金制度を活用してもなお補助事業期間終了の一定程度

前の時点において研究費に残額が生じる可能性がある場合には、物品発注の適切性

について厳正に判断し、研究費を無駄に使い切ることなく配分機関に返還すること

を明記し、科研費の不適正な執行の疑いが生じた際、研究者の発注申請等の公正性

が明らかでない場合、機関は当該科研費相当額を配分機関に返還することについて

周知した。 

さらに、上記の内容を、全国 7地区で開催した平成 26年度科学研究費助成事業実

務担当者向け説明会（平成 26年 6月下旬から同年 7月上旬開催）及び全国 7地区で

開催した平成 27 年度科学研究費助成事業公募要領等説明会（平成 26 年 9 月開催）

において周知した。 

なお、今後も「研究者用ハンドブック」・「研究機関用ハンドブック」の配布及

び説明会による周知の取組を引き続き実施していく予定である。 
（勧告要旨） 

②  基金化された科研費については、研究機関において、年度ご

とに使用期間を設定したり、年度をまたいだ科研費の使用を不

可とするなどの取扱いが行われないよう、基金化の導入の趣旨

にのっとった運用の徹底を図ること。 

（説明） 

≪制度の概要≫ 
○ 基金化された科研費は、①研究の進展に合わせた研究費の前倒

し使用、②年度をまたぐ物品調達、③未使用の研究費を繰越手続

なく次年度に使用することが可能 
○ 基金化されていない科研費についても、「調整金」の枠が設け

られ、繰越制度の要件に合致しない場合等において、次年度使用

や前倒し使用が可能 

 

→ 基金化された科研費については、研究機関において、年度ごとに使用期間を設定

したり、年度をまたいだ科研費の使用を不可とするなどの取扱いが行われないよう、

基金化の導入の趣旨にのっとった運用について、平成 26年 6月下旬から 7月上旬に

かけて全国 7 地区で開催予定の科学研究費助成事業実務担当者向け説明会等におい

て周知の徹底を図る予定である。 
 
⇒ 基金化された科研費については、機関において、年度ごとに使用期間を設定した

り、年度をまたいだ科研費の使用を不可とするなどの取扱いが行われないよう、基

金化の導入の趣旨にのっとった運用について、全国 7地区で開催した平成 26年度科

学研究費助成事業実務担当者向け説明会（平成 26年 6月下旬から同年 7月上旬開催）

及び全国 7地区で開催した平成 27年度科学研究費助成事業公募要領等説明会（平成
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≪調査結果≫ 

○ 基金化された科研費についても、原則として年度単位で物品購

入に関する経費使用期限を設定している例あり 

 

26年 9月開催）において周知した。 

なお、今後も同様の取組を引き続き実施していく予定である。 

3 間接経費の使途の透明性の確保 

（勧告要旨） 

文部科学省は、間接経費導入の趣旨を踏まえ、研究機関におけ

る間接経費の計画的かつ適正な執行及び使途の透明性を確保す

るため、各府省と連携しつつ、以下の措置を講ずる必要がある。 

①  研究機関における間接経費の使用に関する方針等の作成状

況、執行管理方法、執行実績報告書の作成方法等に係る実態を

十分に把握した上で、研究機関に対し、間接経費の適正な管理

や効果的な運用のために必要な事項を具体的かつ体系的に示

すこと。その際、次の内容を含めること。 

ⅰ） 研究機関が間接経費を研究者に配分する場合において、

直接経費で充当されるべきものに間接経費が充当されるこ

とを防止するため、事務局が構築・運用すべきチェック体

制 

ⅱ） 間接経費の趣旨及びその使途に関する研究者への周知方

法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

→ 競争的資金制度を所管する関係府省と連携しつつ「競争的資金の間接経費の執行

に係る共通指針」（平成 13年 4月 20日競争的資金に関する関係府省連絡会申し合わ

せ。以下「共通指針」という。）について平成 26年 5月 29日に改正し、研究機関に

おける間接経費の使用に関する方針等の作成状況、執行管理方法、執行実績報告書

の作成方法等について実態を把握する予定である。 

また、今後、研究機関における間接経費の使用に関する方針等の作成状況等の実

態を踏まえ、直接経費で充当されるべきものに間接経費が充当されることを防止す

るために事務局が構築・運用すべきチェック体制や間接経費の趣旨及びその使途に

関する研究者への周知方法等間接経費の適正な管理や効果的な運用に必要な事項を

具体的に共通指針に盛り込むことについて検討を行う予定である。 

 

⇒ 機関における間接経費の使用状況等について実態を把握するため、機関が、「競争

的資金の間接経費の執行に係る共通指針」（平成 13年 4月 20日競争的資金に関する

関係府省連絡会申し合わせ。以下「共通指針」という。）に基づき前年度の執行状況

を報告する「競争的資金に係る間接経費執行実績報告書」（以下「執行実績報告書」

という。）の様式を平成 26 年 5 月に改正した。改正後の執行実績報告書による報告

は、平成 27年度以降の事業が対象となることから、平成 28年 6月 30日までに報告

することとされている執行実績報告書に基づき、今後、機関における間接経費の使

用に関する方針等の作成状況、執行管理方法、執行実績報告書の作成方法等につい

て実態を把握する予定である。 
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②  上記①で示した事項を基にしつつ、科研費実地検査等におい

て間接経費についても十分調査することとし、問題のある研究

機関に対しては指導を徹底すること。 

また、指導の結果等を踏まえた間接経費の運用状況に係る評

価を行い、その結果を公表すること。 

（説明） 

≪制度の概要≫ 

○ 競争的資金を獲得した研究者の属する研究機関に配分される

間接経費（研究費である直接経費の 30％に当たる額）は、研究開

発環境の改善や研究機関全体の機能向上に活用することとされ、

直接経費で充当すべきものは対象外 
○ 被配分機関は、間接経費の使用に関する方針等を作成し、それ

にのっとり計画的かつ適正に執行するとともに、使途の透明性を

確保すること、研究者には間接経費の趣旨及びその使途を十分に

周知することが必要 
○ 配分機関は、間接経費の運用状況について、一定期間ごとに評

価を実施 
≪調査結果≫ 

○ 計画的・適正な執行の前提である使用方針が未作成の例あり 

（ 7大学） 

○ 間接経費の使途を研究者に未周知の例あり （24大学） 

○ 文部科学省では、大学における使用実態を未把握で、運用状況

の評価も未実施 

また、これにより把握した実態を踏まえ、直接経費で充当されるべきものに間接

経費が充当されることを防止するために事務局が構築・運用すべきチェック体制や

間接経費の趣旨及びその使途に関する研究者への周知方法等間接経費の適正な管理

や効果的な運用に必要な事項を具体的に共通指針に盛り込むことについて検討する

予定である。 

 

→ 共通指針の改正内容を踏まえ、文部科学省では、科研費実地検査のチェックリス

トを見直し、平成 26年 8月以降実施する実地検査から、間接経費の運用状況等につ

いても十分調査を行い、問題のある研究機関に対する指摘事項を記録し文部科学

省・配分機関及び研究機関で共有し保管する方向で検討しており、実地検査のフォ

ローアップを通じて適切に対応する予定である。 

また、間接経費の運用状況に係る評価（間接経費の使途や、研究機関全体の機能

強化への活用状況など）及び結果の公表については、実地検査の状況等を踏まえつ

つ平成 26年度中に方法を検討し、具体的作業に着手することとしている。 

 

⇒ 科研費では、平成 26年 9月に実地検査のためのチェックリストの見直しを行い、

同年 9月以降に 61機関に対して実施した実地検査において、間接経費の運用状況等

についても調査し、間接経費の使用に関する方針の不備（10 機関）及び間接経費の

使途の確認や周知に係る体制の不備（8機関）について指導を行った。また、指摘事

項は記録し、文部科学省・日本学術振興会及び機関で共有している。 

さらに、平成 27年 3月、実地検査の結果に基づく、間接経費の運用状況に係る評

価（間接経費の使途や、機関全体の機能強化への活用状況など）を行った。当該結

果については、平成 27年 7月上旬に全国 7地区で開催予定の実務担当者向け説明会

等において公表する予定である。 

 


